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1.背 景と目的

化 石燃 料か ら再 生可 能エネル ギーへのエネル ギー

源 の移行 は,エ ネルギー不 足の問題 や地球 温暖化 問

題 に対処するために不可欠であるとされており,各 国で

は再 生可能エネルギーへの移 行促進 のための様 々な

政策 が導入されている.

しかし,様 々な再生可 能エネルギー促進政策 が混在

する中,個 々の政策 についての研究 は行われてきたが,

複数 の政 策が同時 に実行された場合 の効果 の研 究に

ついては,比 較 的数 が少ない.

その中でFischer et al.は主要政策を6つ 取り上げ,そ

れぞれの政策 の効果をいくつかの指標を用いて分析 し

た[1].そ の過程 で,彼 らは6つ の政策の内,固 定価格

制 の政策である4つ を統合 的に扱った電力市場 のモデ

ルを使用 しているが,固 定枠制の政策も含めたモデル

は提示していない.

そこで本研究では,Fischer et al.のモデルを拡張し,6

つの政策全 てを対象 とする複 数政策 モデルを構築 し,

複数 の再 生可能エネルギー促進 政策の影響 の分析 を

行った.

2.研 究の手法

本研 究 では手法として,均 衡 分析 とマル チエージェ

ントシミュレーションを採用 した.

まず,ゲ ーム理論 の均衡概念 に基づいた均衡 分析を

行 い,複 数 の再 生可能エネルギー促進 政策が再生 可

能エネルギーからの電力量と消費者余剰 に与 える影響

を調 べた.そ して,均 衡 分析で得 られた理論解 に至る

までの動 的な過 程を分 析するため にマルチエージェン

トシミュレーションも行った.

3.分 析の指標

本研 究 では,再 生可能エネルギー促 進政 策の影響

を分析 する指標 として,再 生 可能エネルギーか ら発電

された電力量と消費者余剰の2つ を採用した.

まず,再 生可能エネルギー の普及を促進 させるという,

再生可能エネルギー促進 政策の第 一の 目的に着 目し,

再生可能 エネルギーから発電された電力量 に注 目した.

再生可能エネルギーから発 電された電力量 が増えると,

再生可能エネルギーの普及 が促進されたとみなす.

また,再 生 可能エネルギーを普 及する際に課題 と指

摘 され るのがコストの高さであり,考 慮す べきこととして

消費者の負 担の軽 減が考えられる.こ こでは分析 の際

の指標 として消費者余剰を取り入れ,消 費者余剰 が増

えると,消 費者の負担 が軽減されるとみなす.

4.複 数 政 策 モデ ル

ここで は,Fischer et al.のモ デル を拡 張 し,均 衡 分 析 と

マルチエージェントシミュレーションを行った複 数政策

モデルの概 要を説 明する.ま た,複 数政策モデル に時

間軸の要素を取り入れてマルチエージェントシミュレー

ションを行ったモデルについても説 明する.

4.1複 数政策モデル

本 モデル の構成 要素 として,そ れぞれ石油/石 炭(F),

天然ガス(G),原 子 力(B),再 生 可能エネルギー(R)を

エネルギー源 とする4者 の電力生産者をまず設定する.

それぞれの電力生産者 は別 々の電力供 給関数と利 得

関数を保 有する.一 方,電 力消費者としては消費者 全

体として1つ の需要 関数を持 つように設定する.

次 に,分 析対象 とする6つ の再生可能エネルギー促

進 政策として,排 出税,化 石燃料税,再 生可能エネル

ギー へ の補 助 金,研 究 開発 への補 助金,Renewable

Portfolio Standards(RPS),Emissions Performance

Standards(EPS)を 採用した.

各政策

排 出税は石油/石炭と天然ガスを使用する生産者 に

対し,それぞれのエネルギー源の汚染度 μf,μgと 電

力量の積である排出量に比例した額の税金が課される

制度である.また,化 石燃料税は石油/石炭と天然ガス

を使用する生産者に対し,それぞれの生産した電力量

に比例した額の税金が課される制度である.

再生可能エネルギーへの補助金は,再 生可能エネ

ルギーを使用する生産者に対して,そ の電力生産量に

比例した額の補助金が支給される制度である.

研究開発への補助金は,再 生可能エネルギーを使

用する生産者に対して,一 定の額の補助金を支給する

制度である.

RPSは 石油/石炭と天然ガスを使用する生産者に対し

て,そ の電力生産量に対して一定の割合の電力量を,

再生可能エネルギーからの電力量から買い取らなけれ

ばならない制度である.

そして最後に,EPSは 石油/石炭と天然ガスを使用す

る生産者に対して,汚 染度が0で ある原子力や再生可

能エネルギーからの電力を購入させることで,供 給する

電力全体の汚染度を一定の値までに抑えることを義務

付ける制度である.

各エージェント の行 動

均衡 分析 にお いては,各 生産者の供給 関数 と,需 要

関数 から,電 力価格や各生産者 の電力生産量,そ して

消費者 余剰 が導 出される.
一方
,マ ル チエージェントシミュレーションでは,各 生

産者 が電力価格と,そ の価格 によって利 得が最 大化さ

れる電力生産量を提示する.そ れら提示価格 と生産 量



と,消費者の持つ需要曲線をもとに,図1の 様に電力

価格と各生産者の電力生産量が決定する.な お,各

生産者はQ学 習によって提示価格の学習を行う.
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図1.マ ル チ エー ジェントシミュレー ションでの各 工 一 ジ

ェントの行 動

4.2時 間軸 を導入したモデル

前述 の通 り,複 数政策 モデル に時間軸の要素を取り

入れ たモデル についてもマルチエージェントシミュレー

ションを行い,各 指 標が均衡 に至るまでの挙動 につい

ての分析も行 った.

複数政策モデルでは,各 生産者 の利得 関数 のうち技

術進 歩 によるコスト削減表す項 は式(1)の 様 に,外 生 的

に与えられている.な お,Kは 定数,tは 時間である.

-(K(t0.5-1))0.5(1)

しかし,時 間軸を導入 するモデル では,式(2),(3)の 様

に変 更 され る.な お,α,β は定数,πt-1は 前 回取 引

にて得た利得,Kt,はtま でに蓄積した技術量とする.

{βα(πt-1)0.5-Kt0.5 (2) Kt=Kt-1+α(πt-1)0.5 (3)
ここでは,前 回取 引にて得 た利得 に応じて,式(2)の 第

1項 の研究 開発費や,技 術進歩 の度合いが決定される,

内生的な技術進 歩が表現されている.

時 間軸を導入 したモデルとして3つ 用意した.つ まり,

内生的 な技術進 歩のみ を取 り入 れたモデル を時間軸

モデル,内 生的な技術進歩 に加 え需 要関数が増加 し

ていくモデル を需 要増加 モデル,そ して内生的な技術

進歩 に加えて需要 関数が減 少していくモデルを需要減

少モデル とし,マ ルチエージェントシミュレーションを行

った.

5.分 析結果

ここでは,均 衡 分析 とマルチエージェントシミュレーシ

ョンによって得た結果の一部を載せる.図2の シミュレ
ーション結果からは,RPSの 政策値を増加させ,ま たは

EPSの 政策値を減少させ て規制 を強めると,再 生可能

エネル ギーからの電力 量が減 少してしまい,両 政策 の

強化 は逆効果 となってしまうことがわかる.

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
か
ら
の
電
力
量

1.1

図2.排 出税,化 石燃料税 が軽い場合でのRPS/EPSと

再生可能エネルギーからの電 力量との関係

6.結 論

まず,個 別の政策については,研 究開発への補助金

の増減は均衡解における再生可能エネルギーからの

電力量と消費者余剰 に影響を及ぼさないことが示され

た.

次に,各 政策が同時に実行された場合については,

表1の ような政策間の相互依存関係が見られた.

RPS/EPSの 強さ

rの生産源

rの増減θ

,τの強化がrへ

もたらす影 響

σの強化 がrへ

もたらす影 響

CSの 増 減

θ,τの強化がCS
へもたらす 影響

σの増加 がCSへ

もたらす影 響

表1.政 策 間の相互依存 関係

弱

境 界I

V

市場 取引+RPS/EPSか らの

割 当

増 加

rを増加

(θ,τが小さいと不安定)

rを増加

減少

CSを減少

CSを増加

RPS/EPSか らの

割 当

増加

rを減少

なし

減少

CSを 減少

なし

強

市場 取引

(∵f=g=0)

減少

なし

rを増加

減少

CSを 減少

CSを 増加

r:再生可能エネルギーからの電力量

f:石油/石炭からの電力量

g:天然ガスからの電力量
CS:消 費者余剰

θ:排 出税

τ:化石 燃料税

σ:再生 可能エネルギーへ の補 助金

なお,表1に おいての再生可能エネルギーからの電力

量が増加から減少 に転じる境界Iは,排 出税や化石燃

料税の額の大きさによって変動 する.両 税 の額 が大 き

いと,RPS/EPSを 強めていくときに,早 い段階で再生可

能エネルギーからの電力量は減少 に転じるが,両 税の

額が小さいと,よりRPS/EPSを 強めなければ,再 生可

能エネルギーからの電力量は減少 に転じない.

さらに,時 間軸 を導入したモデルからは,需 要増加 時

にはその増加 分のほとんどを化石燃 料からの電力が補

い,需 要減 少 時にはその減 少分 のほとんどは化 石燃

料からの電力 が削減していることがわかった.
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